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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 01 一般管理費 所属 0101010100-0000 総務課

事業

0111 総務一般管理臨時経費 (簡略番号：000533) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,320 6,545 7,865 2,138 5,728

財
源
内
訳

国庫支出金 665 665
県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3. 4. 1～令 4.3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 1,320 5,880 7,200

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　「地方公務員法の一部改正」が公布され、令和５年４月に施行される。
　これは、地方公務員の定年が２年に１歳ずつ段階的に引き上げられ、原則令和13年4月か
　ら65歳とされるものである。また、組織の新陳代謝を確保し、組織活力を維持するため、
　管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）を導入し、上限年齢は60歳を基本とするもの。
　又、移行期間にあっては、定年前再任用短時間勤務職員の任用を可能とするものである。
　給与、服務規律等の整備を図り、定年延長への必要な移行を図るため、必要な業務委託を

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

　実施するものである。
　【補正の必要性】
　給与に関する例規の整備・改正が不可欠である。定年延長制度の円滑な導入を実現するた
　め、専門家の支援が必要である。
　【補正の内容】
　定年の引き上げのための例規影響調査の実施　1,320千円　　
　【債務負担行為】　令和４年度　660千円

２．根拠法令
　地方公務員法の一部を改正する法律（R3.6.4成立、R3.6.11公布、R5.4.1施行）

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果
　【本年度の効果】
　次の事項を業務委託し、定年の引き上げに伴う制度導入を図る。
　１　例規影響調査　　２　制度に精通した専門研究員による研修
　３　制度の運用整理
　【事業の効果】
　定年の引き上げに伴う円滑な制度の導入を図ることができる。

６．財源の説明
　【一般財源】1,320千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 1,320 1,320 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 1,320 1,320

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

補助金等の名称

02款 01項 01目 011100000事業 総務一般管理臨時経費

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額



　　　　　（歳出予算事業概要書　補足資料）
【事業名】総務一般管理臨時経費（地方公務員の定年延長に伴う例規整備支援業務）

【事業概要等】

主な内容： （１）役職定年制（管理監督職勤務上限年齢制）の導入
（２）定年前再任用短時間勤務制の導入
（３）情報提供・意思確認制度の新設　など

債務負担行為： 令和４年度　660千円
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 06目 003100000事業 コミュニティ助成事業

補助基本額 1,400 補助率 100.0% 補助金額 1,400

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称 コミュニティ助成事業助成金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
諸収入 20050302208 コミュニティ事業助成金 1,400

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 1,400 1,400

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　・長江区自治会　  1,200千円（エアコン他コミュニティ活動備品の整備）
　《今回の補正で追加する分》
　・旭区公民館　　　1,400千円（エアコン他コミュニティ活動備品の整備）
　【効果】
　事業実施した自治区のコミュニティ活動の充実を図ることができる。

６．財源の説明
　【諸収入】コミュニティ事業助成金　1,400千円

　成）
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（コミュニティー活動促進）

５．本年度の計画効果
　【計画】
　（一財）自治総合センターからの事業助成金を採択された集落へ助成する。
　《令和3年度当初採択分》
　・長瀬中部区会　　1,900千円（テレビ他コミュニティ活動備品の整備）
　・光吉区　　　　　1,200千円（除雪機他コミュニティ活動備品の整備）

　追加交付の決定を受けた旭区公民館に対する助成金を計上。

２．根拠法令
　令和３年度コミュニティ助成事業実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅲ町民みんなが創るまち（まちのにぎわい創出や拠点の形

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　（一財）自治総合センターが実施するコミュニティ助成事業を活用し、各集落・団体の
　コミュニティ活動に直接必要な施設又は設備の整備を行うものである。
　※補助率　一般コミュニティ助成事業：10/10（1,000千円から2,500千円まで）
　【補正の必要性】
　助成金の追加交付に伴い増額補正を行うものである。
　【補正の内容】

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 1,400 1,400
04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 21 21
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 1,400 4,300 5,700
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

5,721 4,300 1,421

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

0031 コミュニティ助成事業 (簡略番号：001206) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,400 4,321

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 06目 011500000事業 地方路線バス維持事業

補助基本額 5,426 補助率 50.0% 補助金額 2,712

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称 広域バス路線維持費補助金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
都道府県支出金 15020101201 広域バス路線維持費補助金 423

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 5,534 5,534

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

　【県支出金】広域バス路線維持費補助金　423千円　　【一般財源】5,111千円　　

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　令和2年10月1日から令和3年9月30日までの路線バスの運行実績に応じて日本交通㈱に
　補助する。（国庫補助対象路線2路線、広域補助対象路線2路線、単独路線1路線）
　【事業の効果】
　住民生活に必要な公共交通であるバス路線を維持し、地域交通の利便性向上を図ることが
　できる｡

６．財源の説明

　（国）地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱
　（県）バス運行対策費鳥取県補助金交付要綱・広域バス路線維持費補助金交付要綱
　（町）湯梨浜町補助金等交付規則・湯梨浜町高齢者定期券購入費助成要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（交通環境の充実）

　《運行系統名》①西倉吉町－倉吉駅・長瀬西口－石脇車庫
　　　　　　　　②西倉吉町－はわい温泉・免許試験場－小浜
　■単県補助路線（広域バス路線）維持費補助金　912,080円
　《運行系統名》　①西倉吉町－倉吉駅・松崎－北方入口
　　　　　　　　　②石脇車庫－松崎・倉吉駅－西倉吉町
　■単町補助路線維持費補助金 18,775円
　《運行系統名》北方入口－石脇車庫

２．根拠法令

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　路線バス運行の赤字補てんのため、運行事業者に補助金を交付するもの。
　【補正の必要性】
　コロナ禍の影響によるバス事業の低迷および燃料費の上昇等により、路線バス運行に係る
　赤字額が増加したことに伴う補助金の増額補正である。
　【補正の内容】
　■国庫補助路線維持費補助金　4,602,761円

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 5,534 5,534
04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 5,111 10,941 16,052
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債 100

18,864 379 18,486

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 423 2,289 2,712

100

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

0115 地方路線バス維持事業 (簡略番号：001296) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 5,534 13,330

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

0123 湯梨浜町土地開発公社事業 (簡略番号：001319) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 24,538 35 24,573 35 24,538

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 24,538 35 24,573

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　湯梨浜町土地開発公社の経営健全化のため、運営等に対し負担を行う。
　【補正の必要性】
　土地開発公社の経営健全化のため、分譲地の早期売却を図るよう、価格の引き下げによる
　販売促進を行っている。これにより生じる簿価と販売価格の差額が、赤字となって公社経
　営に影響を与えないためには、町による補てんが必要である。
　今年度、公社が売却した磯泙団地5区画に係る簿価と販売価格との差額について、補てん

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

　を行うもの。
　【補正の内容】
　磯泙団地　5区画分の町補填金　24,538千円
　

２．根拠法令
　■公有地の拡大の推進に関する法律
　■土地開発公社経理基準要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果
　【補正による事業の効果】
　売却した分譲地に係る簿価と販売価格との差額を補てんすることで、公社の健全な運営が
　図られるとともに、売却益と補てん金を公社借入金の償還原資として、早期に町借入金の
　返済がなされる。

６．財源の説明
　【一般財源】　24,538千円
　

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金 24,538 24,538
07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 24,538 24,538

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

補助金等の名称

02款 01項 06目 012300000事業 湯梨浜町土地開発公社事業

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 02 01 目
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小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

0276 若者夫婦・子育て世代住宅支援事業 (簡略番号：035312) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 6,307 25,300 31,607 12,807 18,800

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

3,000
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 600 2,400

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 5,707 22,900 28,607

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　どちらかが35歳以下の夫婦、または中学生以下の子ども２人以上を養育する世帯が住宅新
　築・購入するための経費を補助し、住環境づくりの支援及び若者の定住促進を図る。
　■住宅新築・購入　補助率5/100　補助金上限500千円
　（ただし、国が規定する中山間地域　補助率6/100　補助金上限600千円）
　■土地開発公社分譲地への新築　補助率10/100　補助金上限1,000千円
　【補正の必要性】

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 6,307 6,307
04 共済費 19 扶助費

　今年度交付予定件数の増加が見込まれるため、増額補正を行うものである。
　（今年度の交付件数見込み 53件（羽合 32件、東郷16件、泊5件）
　【補正の内容】
　補助金 6,307千円（羽合 3件、東郷 6件、泊 1件）

２．根拠法令
　湯梨浜町若者夫婦・子育て世代住宅支援事業補助金交付要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（移住定住の推進）
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅲ町民みんなが創るまち（移住定住の促進）

５．本年度の計画効果
　【事業の効果】
　若者・子育て世代の定住を促進するとともに、県内から地域を支える人材の呼び込みを図
　ることができる。

６．財源の説明
　【地方債】過疎対策事業債　600千円
　【一般財源】5,707千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 6,307 6,307

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
地方債 21010103010 過疎対策事業債（若者夫婦・子 600

補助金等の名称

02款 01項 06目 027600000事業 若者夫婦・子育て世代住宅支援事業

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010900-0000 みらい創造室

事業

0315 企業版ふるさと納税事業 (簡略番号：042707) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 160 160 160

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 100 100
事業期間 令 3.12.21～令 4. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 60 60

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　国が認定した地域再生計画「湯梨浜町まち・ひと・しごと創生推進計画」に掲げる事業
　（第２期湯梨浜町まち・ひと・しごと創生総合戦略事業）について企業から寄附を受け、
　地方創生のさらなる充実・強化を図る。
　【補正の必要性】
　企業版ふるさと納税制度で受けた寄附金を基金に積み立てることにより、翌年度以降の事
　業にも充てることが可能となり、寄附金を柔軟に最大限、地方創生プロジェクトに活用す

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

　ることができる。
　【補正の内容】
　企業版ふるさと納税基金積立金101千円、寄附募集に係る経費（郵券料）59千円

２．根拠法令
　地域再生法
　地域再生法施行規則
　湯梨浜町企業版ふるさと納税基金条例（案）
　湯梨浜町企業版ふるさと納税実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【地域再生計画】湯梨浜町まち・ひと・しごと創生推進計画
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（健全な財政運営の推進）
　【総合戦略】基本目標Ⅲ町民みんなが創るまち（まちのにぎわい創出や拠点の形成）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　広く寄附募集し、より多くの企業に制度周知を図る。
　【事業の効果】
　民間資金を活用して地方創生事業を実施し、町財政の負担を軽減することができる。併せ
　て、官民連携による企業とのパートナーシップを構築し、地方創生事業のより一層の深化
　を図ることができる。

６．財源の説明
　【その他】　企業版ふるさと納税寄附金　100千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　 60千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金 101 101
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 59 59 26 公課費
12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 160 160

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
寄附金 17010101004 企業版ふるさと納税寄附金 100

補助金等の名称

02款 01項 06目 031500000事業 企業版ふるさと納税事業

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 13 ハワイアロハホール費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

0110 ハワイアロハホール経常経費 (簡略番号：002187) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,079 31,746 32,825 18,510 14,316

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 6,746 6,746
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 1,079 25,000 26,079

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　ハワイアロハホールの適切な維持管理を実施する。
　【補正の必要性】
　空調設備及び自家発電設備の稼働に必要なＡ重油の単価の高騰に伴い増額補正を行うもの
　である。
　【補正の内容】
　燃料費（Ａ重油代）　1,079千円

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令
　ハワイアロハホールの設置及び管理に関する条例

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（文化、伝統、豊かな自然
　の継承と再発見）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　地域文化の拠点であり、また、緊急時には避難所となるハワイアロハホールの適切な維持
　管理を行う。
　【事業の効果】
　施設の維持管理を適切に行うことにより、町民の文化活動等の拠点を整え、文化活動への
　参加等を促進することができる。

６．財源の説明
　【一般財源】　1,079千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 1,079 1,079 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 1,079 1,079

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

補助金等の名称

02款 01項 13目 011000000事業 ハワイアロハホール経常経費

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

　湯梨浜町地域集会所等バリアフリー助成事業実施要綱

３．用地の状況
【特定財源の内訳】

４．基本計画との関連
【湯梨浜町まち・ひと・しごと創生総合戦略】基本目標Ⅲ　町民みんなが創るまち
【第４次総合計画】「未来を創造する先駆的なまちづくり」

５．本年度の計画効果
【本年度の事業計画】
　地域集会所のバリアフリー改修　6地区6件
【事業の効果】
　地域の集会所等のバリアフリー化を推進することにより、地域のすべての住民が安心・
　安全に利用できる地域交流の拠点とすることができる。

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 01目 027700000事業 小地域拠点集会所等バリアフリー事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

15 原材料費 合　計 357 357

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

357 357
04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

６．財源の説明
【一般財源】　　　　357千円
　

１．事業の概要と必要性
【事業の概要】
　地域住民の利便性の向上を目的とした地域集会所等のバリアフリー改修を行う場合に、
　区長等地域代表者から申請を受け、改修内容を審査の上、バリアフリー改修に係る経
　費（上限1,000千円）の2/3を助成する事業である。
【補正の必要性】
　今年度予定していた5地区（5件）の整備はすべて完了したが、今後、新規申請が出た
　場合のため、1件分の補助上限額の不足分を増額補正する。
【補正の内容】　
　支出済額1,691千円（5地区5件）＋新規申請1件666千円（予定）＝2,357千円
　所要額見込2,357千円－予算現額2,000千円＝補正額357千円

２．根拠法令

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 357 1,365 1,722

県支出金 635 635
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0277 小地域拠点集会所等バリアフリー事業 (簡略番号：035572) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 357 2,000 2,357 1,691 666

財
源
内
訳

国庫支出金

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

２．根拠法令
　障害者総合支援法

３．用地の状況

４．基本計画との関連
【特定財源の内訳】

５．本年度の計画効果

　補正後の障がい福祉サービス給付費　357,254,699円、相談支援給付費　8,516,340円
　計　365,771,039円
　今年度はコロナ禍の影響により、利用者の使い控えや事業所によるサービス提供見合わ
　せがあり、上半期は居住系サービスを除くほぼすべてのサービス種別で、利用量が当初
　の見込みを下回る。ただし、計画相談支援事業については、コロナ関連のサービス調整
　やモニタリング回数の増加などにより給付費の増額が見込まれる。
【事業の効果】
　障がいのある人が必要とするサービスを提供することにより、障がい者の自立に向け 【補助金】
　た支援を図る。

６．財源の説明 【実施計画】
　【国庫支出金】　△8,367千円 部
　【県負担金】　　△4,182千円 章
　【一般財源】　　　1,697千円 節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 05目 001600000事業 自立支援給付費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

15 原材料費 合　計 △10,852 △10,852

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14010101021 自立支援給付費負担金 △8,367

都道府県支出金 15010202012 自立支援給付費負担金 △4,182

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

04 共済費 19 扶助費 △10,852 △10,852
05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

【湯梨浜町障がい者計画】【湯梨浜町障がい福祉計画】

【本年度の事業計画】

１．事業の概要と必要性
【事業の概要】
　障害者総合支援法による障害福祉サービス利用にかかる利用者負担を除いた給付費として
　事業所に支払うものである。
【補正の必要性】
　居宅介護、同行援護、生活介護、短期入所などの訪問系、通所系のサービス利用が見込み
　よりも少なかったため、減額補正する。
【補正内容】
　所要額見込365,772千円－予算現額376,624千円＝補正額△10,852千円
　

【第４次総合計画】共に支え合い笑顔いっぱいのまちづくり

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 1,697 94,158 95,855

△8,367 188,311 179,944
県支出金 △4,182 94,155 89,973

事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

民生費 項 社会福祉費 05 障がい者福祉費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0016 自立支援給付費 (簡略番号：005510) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △10,852 376,624 365,772 208,676 157,097

財
源
内
訳

国庫支出金

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

　所要額見込8,099千円－予算現額5,518千円＝補正額2,581千円

２．根拠法令
　障害者総合支援法
　地域生活支援事業実施要綱（国・県・町）

【特定財源の内訳】
３．用地の状況

４．基本計画との関連

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 05目 004600000事業 障がい者日常生活用具給付費

補助金等の名称 地域生活支援事業補助金
補助基本額 2,581 補助率 75.0% 補助金額 1,935

15 原材料費 合　計 2,581 2,581

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020201001 地域生活支援事業補助金 1,290

都道府県支出金 15020203208 地域生活支援事業補助金 645

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

04 共済費 19 扶助費 2,581 2,581
05 災害補償費 20 貸付金

【県補助金】  　　645千円
【一般財源】　　　646千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

【第４次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり
【第３期湯梨浜町障がい者計画】【第６期湯梨浜町障がい福祉計画】

５．本年度の計画効果
【本年度の計画】　事業費　8,098,733円
　日常生活支援用具：1,056,724円、排泄管理支援用具：6,045,742円、超過分：806,267円、
　住宅改修：190,000円
【事業の効果】
　重度障がい者に対し、日常生活用具（特殊寝台・電気式痰吸引機・ストマ装具など品目
　多数あり）を給付することにより、障がい者の日常生活を送るうえでの便宜を図るととも
　に、障がい福祉を増進することができる。

６．財源の説明
【国庫補助金】　1,290千円

１．事業の概要と必要性
【事業の概要】
　障害者自立支援法による市町村が主体となって実施する地域生活支援事業の中の必須事業
　の一つである。給付内容は、特殊寝台・電気式痰吸引機・視覚障がい者用音声通信装置等
　やストマ装具（蓄便袋、蓄尿袋等）等であり、原則1割の自己負担が必要であるが、スト
　マ装具については従来の「ストマ用装具助成」制度を包括したため、自己負担を0.5割と
　している。平成22年7月からは、低所得世帯者の負担を無償としている。
【補正の必要性】
　情報意思疎通支援用具として高額の支給があったこと及び排泄管理支援用具の申請者が増
　加したため増額補正する。
【補正の内容】

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 646 1,380 2,026

1,290 2,759 4,049
県支出金 645 1,379 2,024

事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

民生費 項 社会福祉費 05 障がい者福祉費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0046 障がい者日常生活用具給付費 (簡略番号：005574) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,581 5,518 8,099 4,197 3,903

財
源
内
訳

国庫支出金

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 01項 07目 004000000事業 特別医療給付費

補助基本額 94,011 補助率 50.0% 補助金額 47,005

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称 鳥取県特別医療費補助金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
都道府県支出金 15020205013 特別医療費補助金 2,051

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 4,103 4,103

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

4,103 4,103
05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　　医療費受給者に必要な給付を行うことができる。

６．財源の説明
　【県補助金】　2,051千円（特別医療費補助金）　
　【一般財源】　2,052千円

　【第4次総合計画】共に支えあう　町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進、保健・医
　　療・健康づくりの充実）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　対象者に継続的に制度を周知し、適正に医療費を助成する。
　【事業の効果】
　　令和3年10月までの支出済額が当初の想定を上回っており、年度途中に予算不足となる
　　見込みである。必要額を増額補正することで、健康の保持及び生活の安定など、特別

　　小児、ひとり親区分の支出見込額の増によるもの。昨年同時期と比較して、件数は減少
　　しているが、1件当たりの支出額が増加している。

２．根拠法令
　　湯梨浜町特別医療費助成条例

３．用地の状況

４．基本計画との関連

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　重度心身障がい者、精神障がい者、小児、ひとり親の医療費の助成を必要とする者の
　　医療費（本人負担分）のうち、一部負担金を除いた額を助成する。
　【補正の理由】
　　特別医療費の支出見込額の増により、当初見込みを上回ることが想定されるため、特別
　　医療費の増額補正を行うもの。
　《増額の主な要因》

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 2,052 44,954 47,006
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 5,637 5,637
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

99,648 65,231 34,418

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 2,051 44,954 47,005

民生費 項 社会福祉費 07 特別医療助成費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業

0040 特別医療給付費 (簡略番号：005821) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 4,103 95,545

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 02項 02目 009100000事業 太養保育園委託料

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14010102201 教育・保育給付交付金 1,475

都道府県支出金 15010203201 教育・保育給付費負担金 737

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 2,538 2,538

12 委託料 2,538 2,538 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　＜参考＞当初予算計上　計14人
　(0歳児:1人､1歳児:1人､2歳児:7人､3歳児:2人､4歳児:3人､5歳児:0人）
　【補正の効果】入園児童に伴う年齢に応じた委託料を再計算することにより、利用希望保
　護者の就労支援と子育て支援に対応することができる。

６．財源の説明
　【国庫支出金】1,475千円　【県支出金】737千円　【一般財源】326千円

　｢志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり｣（幼児教育の充実）
　【第2期子ども･子育て支援事業計画】｢子育てをしているすべての家庭を支える環境づく
　り｣(教育･保育の一体的提供)

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】太養保育園に入園する児童の保育を委託し、年齢に応じた公定価格で示さ
　れる額で算出した経費を、請求に基づき交付する。2,538千円の増額補正を行う。
　〇令和3年度　10月31日現在児童数　計14人(内訳 0歳児:5人(+4)､1歳児:1人､2歳児:6人(
　△1)､3歳児:1人(△1)､4歳児:1人(△2)､5歳児:0人）

　【補正の内容】委託料2,538千円の増額補正。

２．根拠法令
　子ども･子育て支援法による施設型給付費、児童福祉法

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】｢共に支え合う 町民が主役の まちづくり｣(福祉施策の推進)

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】保護者の希望等により、太養保育園に入園した年齢別入園人数に基づき、
　公定価格(内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額)で示される額を負担する。
　当初予算計上時と年齢構成が変更になったことによる2,538千円の増額補正を行う。
　〇令和3年度　10月31日現在児童数 計14人(内訳 0歳児:5人(+4)､1歳児:1人､2歳児:6人(△
　1)､3歳児:1人(△1)､4歳児:1人(△2)､5歳児:0人）
　【補正の必要性】入園児童に伴う年齢に応じた委託料を再計算することにより、利用希望
　保護者の就労支援と子育て支援に対応することができる。

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 326 6,442 6,768
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 1,084 1,084
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

25,938 15,204 10,735

財
源
内
訳

国庫支出金 1,475 10,424 11,899
県支出金 737 5,450 6,187

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0091 太養保育園委託料 (簡略番号：006555) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,538 23,400

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 02項 03目 004000000事業 児童手当給付事業

補助基本額 1,785 補助率 100.0% 補助金額 1,785

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称 国子ども･子育て支援事業費補助金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020202041 子ども・子育て支援事業費補助 1,785

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 1,786 1,786

12 委託料 1,656 1,656 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 130 130 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

６．財源の説明
　【国庫補助金】1,785千円（補助率：国10/10）【一般財源】1千円

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】令和4年6月以降の制度改正（特例給付の支給対象外となる所得上限額設定、
　受給者の負担軽減のため現況届提出の省略など）に合わせてシステムの整備を行い、受
　給者（約1,100名）に対し制度改正の事前周知を行う。
　【補正の効果】①システム改修を行うことにより、児童手当及び特例給付の認定･額改定･
　支払などについて円滑に進めることができる。②受給者に対し新制度について周知するこ
　とで、制度への正しい理解を促進することができる。

　【補正の内容】委託料(システム改修)1,656千円　消耗品費(制度改正通知作成)130千円

２．根拠法令
　児童手当法、湯梨浜町児童手当事務取扱規則

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第3次総合計画】共に支え合い笑顔いっぱいのまちづくり(福祉施策の推進)

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】児童手当法の規定に基づき、中学校終了前の児童（15歳に達する日以後の
　最初の3月31日まで）を養育している者に児童手当を支給する。
　≪支給額≫①0歳～3歳未満:支給要件児童一人につき:15,000円②3歳～中学校卒業まで:支
　給要件児童一人につき:10,000円③3歳～小学校卒業までの第3子以降:支給要件児童一人に
　つき:15,000円④一定以上の所得がある者:一律5,000円とする。（特例給付）　
　【補正の必要性】R4.6月以降の児童手当制度の改正にあたり、児童手当支給事務を円滑に
　行うことができるように整備すると共に制度改正の事前周知を行う必要がある。

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 民－児－その他 一般財源 1 42,520 42,521
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 30 30
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

277,758 173,563 104,196

財
源
内
訳

国庫支出金 1,785 191,324 193,109
県支出金 42,098 42,098

民生費 項 児童福祉費 03 児童手当費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0040 児童手当給付事業 (簡略番号：007074) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,786 275,972

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
04款 01項 05目 001300000事業 各種がん検診事業

補助基本額 補助率 補助金額 1,270

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称 感染症予防事業費等国庫補助金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020301032 感染症予防事業費等国庫補助金 1,270

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 3,447 3,447

12 委託料 2,101 2,101 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 1,346 1,346 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　　　抑えることができる。
　　②システム整備をすることで、
　　・パソコン等を通じて自分の健診結果を閲覧し、自身で健康管理をすることができる。
　　・転出等した場合に、健診データを市町村間で連携することができる。

６．財源の説明
　【国庫支出金】　1,270千円（感染症予防事業費等国庫補助金）
　【一般財源】　　2,177千円

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支えあう　町民が主役のまちづくり（保健・医療・健康づくりの
　　充実）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画及び事業の効果】
　　①希望調査表を郵送対応に切り替え、町民の新型コロナウイルス感染リスクを最小限に

　　②健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針の一部改正を踏まえ、健
　　（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備事業の令和4年4月本格開始に向け、年度
　　　内にシステム改修を行うもの。
　　□健（検）診結果等の様式の標準化整備事業　775,500円
　　□健（検）診情報連携システム整備事業　1,325,500円

２．根拠法令
　　健康増進法

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　①次年度に向けた各種健診希望調査表を郵送にて配布・回収する。
　　②マイナポータルを用いた健康情報の電子記録を一元的に把握し、健康状態をフォロー
　　　アップできる仕組み作りを構築する。
　【補正の理由】
　　①新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、健診希望調査表の配布・回収に係る保
　　　健推進委員の直接訪問方式を取りやめ、郵送対応に切り替えるもの。

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 2,177 40,306 42,483
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 230 230
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

44,143 20,663 23,481

財
源
内
訳

国庫支出金 1,270 1,270
県支出金 160 160

衛生費 項 保健衛生費 05 保健対策費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業

0013 各種がん検診事業 (簡略番号：008197) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,447 40,696

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
04款 01項 05目 006000000事業 後期高齢者医療対策事業

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 11,059 11,059

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

６．財源の説明
　【一般財源】　11,059千円

　【本年度の計画】
　　75歳以上及び65歳から74歳で障がい認定を受け、後期高齢者医療に加入している被保険
　　者の医療制度運営を鳥取県後期高齢者医療広域連合が行う。
　　この制度運営に係る費用については、高齢者の医療の確保に関する法律及び鳥取県後期
　　高齢者医療広域連合規約により、広域連合加入市町村が負担する。
　　□共通経費：均等割10%、人口割40%、高齢者人口割50%
　【事業の効果】
　　制度運営の母体である鳥取県後期高齢者医療広域連合の健全で安定的な制度運営に寄与
　　することができる。

２．根拠法令
　　高齢者の医療の確保に関する法律、鳥取県後期高齢者医療広域連合規約

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支えあう　町民が主役のまちづくり（社会保障の充実）

５．本年度の計画効果

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　鳥取県後期高齢者医療広域連合に負担金（事務費負担金、療養給付費負担金）を支払う
　　ものである。
　【補正の理由】
　　令和2年度の後期高齢者医療広域連合療養給付費の本町負担額が確定したことにより、
　　不足額が生じたため、追加請求額を増額補正するもの。

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 11,059 11,059
04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 民－老人福祉費 一般財源 11,059 224,604 235,663
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

235,663 165,481 70,182

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

衛生費 項 保健衛生費 05 保健対策費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業

0060 後期高齢者医療対策事業 (簡略番号：008349) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 11,059 224,604

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
05款 01項 03目 008700000事業 親元就農促進支援交付金事業

補助基本額 300 補助率 66.6% 補助金額 200

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称 親元就農促進支援交付金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
都道府県支出金 15020401251 親元就農促進支援交付金 200

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 300 300

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　【県補助金】200千円
　【一般財源】100千円

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　事業継承のため、後継者の就農研修を行う認定農業者1人を支援。
　【補正の効果】
　将来の担い手として定着が見込まれ､農業経営の継続的な発展が図られる｡
　

６．財源の説明

２．根拠法令
　鳥取県親元就農促進支援交付金交付要綱
　鳥取県親元就農促進支援交付金事業実施要領

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業）

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　認定農業者等の農業経営体が、経営を継承する予定の後継者(親元就農者)に栽培技術や経
　営のノウハウ等を習得させるための研修に対し、10万円／月を最長2年間交付する。
　【補正の必要性】
　町内の農家が1月から研修を開始するため、交付金を計上する。
　【補正の内容】
　対象となる研修生は1人分で、3か月分300千円（うち県2/3）を要求する。

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 300 300
04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 100 634 734
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3.12.21～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

2,200 1,300 900

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 200 1,266 1,466

農林水産業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0087 親元就農促進支援交付金事業 (簡略番号：033902) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 300 1,900

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

事業

0080 地籍調査事業 (簡略番号：010116) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額

事 業 費 △18,828 104,748 85,920 18,648

財
源
内
訳

国庫支出金

農林水産業費 項 農業費 05 地籍調査費 所属 0101012000-0000 町民課（東郷支所）
補正後の予算残額

67,273

事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
県支出金 △14,121 78,453 64,332

補助単独区分 目的区分 農－地－その他 一般財源 △4,707 26,295 21,588
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

　である。
　　なお、大字別所の一部（01地区）のFⅡ-1工程の残りの一部と大字別所の一部（02地区
　）は、令和4年度に実施する。

６．財源の説明
　【県支出金】 △14,121千円〔＝補助対象事業費18,828千円×75％(国50％、県25％)〕
　【一般財源】 △4,707千円〔全体事業費△18,828千円－県補助金△14,121千円〕

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　国土調査法に基づく地籍調査の実施
　　・R2調査地区：大字川上の一部、大字方面の一部、大字別所の一部　　　面積2.34km2
　　・R3調査地区：大字別所の一部（01地区）、大字別所の一部（02地区）　面積2.77km2
　【補正の必要性】
　　国県補助金の減額交付決定に伴い、事業費全体の減額補正が必要となったため。
　【補正の内容】
　　報償費　　 △647千円（地籍調査推進員の一筆地調査等立会日数見込みによる減額）
　　需用費　　   647千円（消耗品費の増額(補助対象経費執行調整による)）
　　委託料　△18,828千円（補助対象経費調整による）　　

２．根拠法令
　国土調査法及び地籍調査作業規定準則　ほか

３．用地の状況

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（都市機能の充実）

補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費

節 補正要求 補正査定 節 補正要求

02 給料 17 備品購入費

５．本年度の計画効果
　　 R2調査地区（2年目）は、計画どおりFⅡ-1,2（一筆地測量,地籍図原図作成）からH工
　程（地籍図・地籍簿作成）を実施する。
　　 R3調査地区（1年目）は、2地区ともC工程（地籍図根三角測量）からFⅡ-1(一筆地測量
　)を実施する計画であったが、国県補助金配分率の低下及びR3.4月からの積算基準単価(技
　術者単価等)の増額改定により、FⅠ工程（細部図根測量）としたが、委託料の請差により
　別所の一部（01地区）においては、今後、FⅡ-1工程（一筆地測量）を一部実施する予定

投資及び出資金

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

公課費

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 △647 △647 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23
09 交際費 24 積立金
10 需用費 647 647 25 寄附金
11 役務費 26

15020401034 防災・安全社会資本整備交付金 24,096

12 委託料 △18,828 △18,828 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △18,828 △18,828

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
都道府県支出金 15020401032 国土調査事業補助金 △38,217
都道府県支出金

実施計画
計 上 額

05款 01項 05目 008000000事業 地籍調査事業

補助金等の名称 鳥取県国土調査事業補助金
補助基本額 △18,828 補助率 75.0% 補助金額 △14,121

実施
計画
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
05款 02項 02目 030300000事業 林業専用道整備事業

補助基本額 2,700 補助率 50.0% 補助金額 1,350

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称 森林作業路網災害復旧対策事業費補助金交付金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
都道府県支出金 15020402417 森林作業道災害復旧対策事業費 1,350

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 2,430 2,430

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　早期復旧による計画どおりの森林施業実施。

６．財源の説明
　【県補助金】1,350千円
　【一般財源】1,080千円

　民有地

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　林業専用道の早期復旧を支援するため補助金を交付する。
　【補正の効果】

　【補正の内容】
　必要額3,090,000（復旧事業費2,700千円×9/10（県1/2、町4/10）＝2,430千円

２．根拠法令
　森林作業路網災害復旧対策事業費補助金交付要綱
　（鳥取県、町※町の嵩上分については、制定予定）
　

３．用地の状況

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　令和3年7月豪雨災害により被害を受けた林業専用道災害復旧について、鳥取県中部森林組
　合が実施主体となり実施する復旧事業を支援し、助成を行うことで、計画的で安定的な森
　林施業の実施、被災地周辺の森林環境保全を図る。
　事業費のうち県・町で、9/10を助成する。
　【補正の必要性】
　事業費の助成により早期復旧を図り、計画どおりの森林施業が実施できる。

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 2,430 2,430
04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 農－林－林道 一般財源 1,080 660 1,740
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

3,090 3,090

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 1,350 1,350

農林水産業費 項 林業費 02 林業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0303 林業専用道整備事業 (簡略番号：041830) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,430 660

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

土木費 項 道路橋りょう費 03 道路新設改良費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

事業

0087 社会資本整備総合交付金事業(改良・改築) (簡略番号：041727) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △8,000 36,000 28,000 444 27,557

財
源
内
訳

国庫支出金 △4,480 20,160 15,680
県支出金

事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △3,200 14,000 10,800
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 土－道－道路 一般財源 △320 1,840 1,520

１．事業の概要と必要性
　【補正の概要】　
　　道路の整備（拡幅改良整備等）事業の見直しにより減額補正する。
　【補正の内容】
　［委託料］　　0千円（村前線外1路線△3,000千円、下浅津水下線3,000千円）
　［工事請負費］8,000千円（三ツ江山東線5,500千円、下浅津津水下線2,500千円）　
　［公有財産購入費］△4,000（村前線外１路線△2,000千円、三ツ江山東線△2,000千円）
　［負担金］はわいバイパス周辺線△10,000千円
　［補償金］△2,000千円(村前線外１路線△3,000千円、下浅津水下線1,000千円)
　【補正の必要性】
　　道路の拡幅改良整備により、生活環境の改善を図る必要がある。

２．根拠法令
　社会資本整備総合交付金交付要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】
　安全で住みやすいまちづくり(交通環境の充実)

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　町道４路線の整備（拡幅改良整備等）を実施するもの
　　村前線外１路線（国信）、三ツ江山東線（東田後）、下浅津水下線（水下）、
　　宇野川端線（宇野）
　【効果】
　本事業により安全で住みやすい環境を実現することができる。
　

６．財源の説明
　【国庫補助金】社会資本整備総合交付金事業　△4,480千円
　【地方債】一般公共事業債(90％)　△3,200千円 
　【一般財源】△320千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費 △4,000 △4,000
02 給料 17 備品購入費

△10,000 △10,000
04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金 △2,000 △2,000
07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費 8,000 8,000
15 原材料費 合　計 △8,000 △8,000

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020401001 社会資本整備総合交付金 △4,480
地方債 21010601005 公共事業等債（道路改良事業） △3,200

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 02項 03目 008700000事業 社会資本整備総合交付金事業(改良・改築)
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

土木費 項 道路橋りょう費 03 道路新設改良費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

事業

0089 社会資本整備総合交付金事業(防災安全対策) (簡略番号：041753) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △46,500 78,000 31,500 31,500

財
源
内
訳

国庫支出金 △26,040 43,680 17,640
県支出金

事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △19,500 32,200 12,700
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 土－道－道路 一般財源 △960 2,120 1,160

１．事業の概要と必要性
　【補正の概要】　
　　防災安全事業の見直し等により予算額を減額補正する。
　［委託料］△3,000千円（原線△7,000千円、甲亀山線3,500千円、福永支線500千円）　
　［工事請負費］△40,500千円（甲亀山線△16,000千円、福永支線△12,000千円、松崎線△
　14,000千円、橋津川右岸線外8路線1,500千円）
　［公有財産購入費］△1,500千円（福永支線△500千円、原線△1,000千円）
　［補償費］△1,500千円（福永支線△500千円、原線△1,000千円）
　【補正の必要性】
　　防災対策を目的とした道路事業により、災害に強い基盤整備を図ることが必要である。

２．根拠法令
　社会資本整備総合交付金交付要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】
　安全で住みやすいまちづくり（交通環境の充実）
　安全で住みやすいまつづくり（災害に強いまちづくりの推進）
　

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　地域住民の命と暮らしを守ること、事前防災・減災対策を目的とした道路整備事業の実施
　　甲亀山線（泊）、福永支線、松崎線、原線、橋津川右岸線外８路線　等
　【効果】
　　本事業により安全で住みやすい環境を実現することができる。

６．財源の説明
　【国費】社会資本整備総合交付金事業　△26,040千円
　【起債】一般公共事業債(90％)、過疎債(100％) 　（起債額）△19,500千円 
　【一般財源】△960千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費 △1,500 △1,500
02 給料 17 備品購入費

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金 △1,500 △1,500
07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 △3,000 △3,000 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費 △40,500 △40,500
15 原材料費 合　計 △46,500 △46,500

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020401001 社会資本整備総合交付金 △26,040
地方債 21010601005 公共事業等債（道路改良事業） △10,000
地方債 21010601010 過疎対策事業債（道路改良事業 △9,500

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 02項 03目 008900000事業 社会資本整備総合交付金事業(防災安全対策)
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
08款 01項 03目 007000000事業 消防施設整備事業補助金

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 200 200

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　【本年度の効果】
　　各自主防災組織の消防施設を適正に維持することで、地域防災力の向上が図られる。
　

６．財源の説明
　【一般財源】200千円
　

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第４次総合計画】安全で住みやすいまちづくり(災害に強いまちづくりの推進)

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　各地区及び自主防災組織の管理する消防施設の整備費用の一部を助成することで、地域
　の自主防災組織の機能の強化と地域防災力の向上を図る。

　【補正の必要性】
　　各自主防災組織が管理する消防施設が常に適正に機能するために、緊急修繕が発生した
　場合にも、対応できる予算を確保しておく必要がある。
　【補正の内容】
　　小型可搬ポンプ等の消防施設の修繕。

２．根拠法令
　湯梨浜町消防施設整備事業費補助金交付要綱

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　地域の自主防災組織の機能の強化を図り、もって地域防災力の向上を図るため消防施設
　（消火栓用ホース、ホース格納箱、小型ポンプ、防火水槽など）の整備費用の一部を助成
　するもの。
　　消防施設の新設　補助割合　８０％
　　消防施設の更新　　　　　　５０％
　　大規模修繕等工事　　　　　５０％

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 200 200
04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 消－その他 一般財源 200 2,402 2,602
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

3,000 2,156 844

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 398 398

消防費 項 消防費 03 消防施設費 所属 0101010100-0000 総務課

事業

0070 消防施設整備事業補助金 (簡略番号：020479) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 200 2,800

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課

事業

0018 スクールバス委託事業 (簡略番号：023788) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,451 32,099 28,648 15,998 12,651

財
源
内
訳

国庫支出金 907 907
県支出金

事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 18,031 18,031
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 △3,451 13,161 9,710

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】　　
　　町立東郷小学校区内にスクールバスを配置運行し、遠方からの児童の通学手段の確保を
　図る。
　　＊契約期間：令和1年10月1日から令和6年9月30日まで(5年間)の長期継続契約
　　＊運行期間：令和3年4月1日から令和4年3月31日までの年間230日
　　＊運行内訳：花見方面2台　舎人方面1台
　【補正の必要性】
　　運行実績に伴い委託料を減額する。
　【補正の内容】
　　委託料の減額　　△3,451千円

２．根拠法令
　学校保健安全法

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　町立東郷小学校にスクールバスを3台運行する。
　　＊年間230日運行　3台（花見方面2台　舎人方面1台）
　　＊新型コロナ対策で車内の密を避けるため、当面の間、花見方面を増便する。
　　（舎人方面1台が花見方面も運行する）
　【事業の効果】
　　町立東郷小学校区にあっては、東郷小学校から片道2Km以上の距離にある地区の児童に
　ついてスクールバスによる通学を行い、児童の通学確保と安全を図ることができる。

６．財源の説明
　【一般財源】　△3,451千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 △3,451 △3,451 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △3,451 △3,451

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 02項 01目 001800000事業 スクールバス委託事業



款 09 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 02項 01目 010500000事業 羽合小学校管理運営臨時経費

　【国庫支出金】　 137千円（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）
　【一般財源】 　3,311千円

補助金等の名称 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
補助基本額 補助率 補助金額 137

15 原材料費 合　計 3,448 3,448

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020101241 新型コロナウイルス感染症対応 137

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費 2,016 2,016

09 交際費 24 積立金
10 需用費 254 254 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費 1,178 1,178

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

５．本年度の計画効果
　【補正の内容】来年度の学級増に対応するため、現在の大会議室を仕切って2つの特別支
　援学級に、現在のPC室を大会議室に、現在のミーティングルームを会議や研修ができる部
　屋に改修するとともに、新設特別支援学級（病弱・身体虚弱学級）、その他特別支援学級
　に消耗品・備品を購入し、教室環境を整備する。また、中庭にある庇が腐食しているため
　撤去する。
　【事業の効果】必要な教室数を確保し、特別支援学級児童の実態に合った必要な消耗品・
　備品を整備することにより、安全・安心で過ごしやすい教室環境、学習の場の提供に努め
　る。

６．財源の説明

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】来年度の医療的ケア児入学による特別支援学級（病弱・身体虚弱学級）新
　設、特別支援学級（自閉症・情緒障がい学級）増設及び特別支援学級児童数増に伴う設備
　改修、消耗品・備品の購入を行う。また、中庭にある庇が腐食して危険なため、庇を撤去
　する。
　【補正の必要性】来年度、医療的ケアが必要な児童の入学予定による特別支援学級の新設
　及び特別支援学級児童数増に伴う特別支援学級の増設により教室数及び必要な消耗品・備
　品が不足するため、教室改修及び備品等の購入を行う必要がある。
　【補正の内容】
　①消耗品254千円（医ケア分236千円・教室改修分18千円）スポーツマット、エアレック
　スマット、ナーセントパット、姿勢体位管理補助用具一式　等
　②工事請負費2,016千円(教室改修分1,889千円・庇解体撤去分748千円・執行残△531千円)
　大会議室改修工事、中庭小庇解体撤去工事等
　③備品購入費1,178千円（医ケア分218千円、教室改修分960千円）ベット、空気清浄機等

２．根拠法令
　教育基本法、学校教育法、学校保健安全法、湯梨浜町立小中学校管理規則

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 3,311 8,948 12,259

137 137
県支出金

事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 20,000 20,000

教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課

事業

0105 羽合小学校管理運営臨時経費 (簡略番号：024522) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,448 28,948 32,396 24,491 7,906

財
源
内
訳

国庫支出金

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）



款 09 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）

教育費 項 中学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課

事業

0129 スクールバス経費 (簡略番号：020036) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △2,955 26,981 24,026 13,026 11,001

財
源
内
訳

国庫支出金 837 837
県支出金

事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 15,156 15,156
補助単独区分 目的区分 教－中学校費 一般財源 △2,955 10,988 8,033

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　湯梨浜中学校区内にスクールバスを配置し、遠方（泊地区・東郷地区の一部）からの生
　徒の通学手段の確保を図る。
　　契約期間：令和元年10月1日から令和6年9月30日まで(5年間)の長期継続契約
　　運行期間：令和3年4月1日から令和4年3月31日までの年間330日
　　運行内訳：泊地区・東郷地区の一部生徒　2台
　【補正の必要性】　
　　運行実績に伴い委託料を減額する。
　【補正の内容】
　　委託料の減額　　△2,955千円

２．根拠法令
　学校保健安全法

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　湯梨浜中学校にスクールバスを2台運行する。
　　＊年間330日運行　2台（①筒地・泊・宮内方面、②宇谷・舎人・東郷小方面）
　　＊コロナ対策で体育館等の密を避けるため、当面の間、土曜日の部活動を午前・午後の
　　　２部制にして午後便を1往復増便する。
　【事業の効果】
　湯梨浜中学校区にあっては、湯梨浜中学校から片道6km以上の距離にある地区の生徒につ
　いてスクールバスによる通学を行い、生徒の通学確保と安全を図ることができる。

６．財源の説明
　【一般財源】　△2,955千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 △2,955 △2,955 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △2,955 △2,955

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 03項 01目 012900000事業 スクールバス経費



款 09 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
09款 04項 02目 026400000事業 みんなの健康づくり事業

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
地方債 21010703017 過疎対策事業債（みんなの健康 3,600

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 3,650 3,650

12 委託料 3,560 3,560 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 50 50 25 寄附金
11 役務費 30 30 26 公課費

08 旅費 10 10 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　

６．財源の説明
　【過 疎 債】　3,600千円
　【一般財源】　　 50千円

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり
　　　　　　　　　（地域でつながり、生涯にわたり学び続ける環境づくり）

５．本年度の計画効果
　　令和４年度に開館する中央公民館泊分館のトレーニングルーム等の活用および、健康に
　関する町民の意向調査等を行い、今後の地域資源を活かした健康づくりの拠点づくりや、
　健康課題の解決に向けた取り組みにつなげることができる。

　　　①多世代が交流する健康づくりの拠点創出調査
　　　②地域の健康課題を解決するための現状分析・意向調査
　　　③中央公民館泊分館トレーニングルーム等の活用支援

２．根拠法令
　社会教育法、湯梨浜町公民館の設置及び管理に関する条例

３．用地の状況
　町有地

１．事業の概要と必要性
　【事業の必要性】
　　中央公民館泊分館の新築にあたり、地域資源を活かした健康づくり事業を全国展開して
　いる企業のノウハウを活用し、トレーニングルーム等の利用支援を行う。
　　また、今後、町内全域を対象とした幅広い年代やニーズに応じた健康事業の取り組みに
　つなげ、町民の健康増進ひいては健康寿命の延伸を図るために必要である。
　【事業の概要】
　　健康づくりコンサルタント委託業務

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 50 50
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3.12.21～令 4. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債 3,600

3,650 3,650

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

3,600

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館

事業

0264 みんなの健康づくり事業 (簡略番号：042756) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,650

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）



款 09 04 目
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
09款 04項 06目 001100000事業 文化財保護臨時経費

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
繰入金 18021201001 天女のふる里東郷湖「花」基金 349
地方債 21010703003 地域活性化事業債（トウテイラ 2,700

14 工事請負費 3,355 3,355
15 原材料費 合　計 3,355 3,355

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　誇り、愛着が育まれる。施設整備により公園見学者の利便性が向上する。

６．財源の説明
　【繰入金】　349千円（天女のふる里東郷湖「花」基金）
　【地方債】2,700千円（地域活性化事業債）
　【一般財源】306千円

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（文化、伝統、豊かな自然
　の継承と再発見）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　  トウテイランのふるさと公園（仮称）の整備を行う。
　【事業の効果】
　　貴重な文化財（天然記念物）を身近に見ることができ、その価値を知ることで郷土への

　　あらゆる人が安全かつ快適に公園を利用できるようにするため、また景観の向上及び管
　理費の削減のため、駐車場のガードパイプ設置やアスファルト舗装の追加など、工事内容
　の見直しを行う必要が生じたため。

２．根拠法令
　文化財保護法､湯梨浜町文化財保護条例

３．用地の状況

１．事業の概要と必要性
　【補正の概要】
　　トウテイランのふる里公園（仮称）利用者の安全確保及び利便性の向上、管理費削減等
　のための工事内容の見直しによる工事請負費の増。
　
　　工事請負費　3,355千円
　
　【補正の必要性】

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 306 401 707
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 349 864 1,213
事業期間 令 3. 4. 1～令 4. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 2,700 3,200

10,790 1,253 9,538

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 2,970 2,970

5,900

教育費 項 社会教育費 06 文化振興費 所属 0101012700-0000 生涯学習・人権推進課（生涯

事業

0011 文化財保護臨時経費 (簡略番号：015992) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,355 7,435

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
11款 02項 01目 011000000事業 道路橋りょう等災害復旧事業

補助基本額 8,420 補助率 66.7% 補助金額 5,623

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助金等の名称 公共土木施設災害復旧費国庫補助金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020602001 道路橋りょう災害復旧事業費補 5,623
地方債 21010902001 道路橋りょう災害復旧債 13,700

14 工事請負費 9,795 9,795
15 原材料費 合　計 19,312 19,312

12 委託料 9,517 9,517 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　　工事請負費（補助分）６箇所、（単独分）4箇所、応急工事12箇所
　【効果】
　迅速な復旧を行い、地域住民及び観光客等の交通手段が確保され、安心・安全な生活環境
　が再構築できる。

６．財源の説明
　【国庫補助金】道路橋りょう災害復旧事業費補助金  　5,623千円
　【地方債】　災害復旧債(100％)　　　　　　　　　  13,700千円　　　　　　　　　
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　△11千円

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第４次総合計画】安全で住みやすいまちづくり(交通環境の充実)

５．本年度の計画効果
　【事業計画】
　令和３年7月豪雨道路施設災害復旧工事
　　委託料（測量設計、解析業務、工事積算）6箇所

　　支出見込額41,916,800円－予算現額32,400,000円＝9,516,800円
　〇工事請負費
　　災害復旧工事（補助分）
　　支出見込額254,020,000円－予算現額245,600,000円＝8,420,000円
　　災害復旧工事（単独分）
　　支出見込額8,874,267円－予算現額7,500,000円＝1,374,267円

２．根拠法令

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】　令和３年７月の梅雨前線豪雨により、町が管理する公共土木施設（町道、
　準用河川等）が被災したため、速やかに復旧を図るものである。
　【事業の必要性】　町が管理する公共土木施設（町道、準用河川等）について、町民
　の生活環境を再構築するため早急な対応が必要である。査定額の決定及び実績見込みによ
　る工事費の変更、補助金額等の変更を計上する。
　【補正の内容】
　〇委託料（測量設計費等）

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

補助単独区分 目的区分 災－公－道路 一般財源 △11 113 102
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 3. 7.30～令 4. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債 13,700 123,700

306,933 7,169 299,765

財
源
内
訳

国庫支出金 5,623 163,808 169,431
県支出金

137,400

災害復旧費 項 公共土木施設災害復旧費 01 道路橋りょう災害復旧費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

事業

0110 道路橋りょう等災害復旧事業 (簡略番号：017091) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 19,312 287,621

歳出予算事業概要書令和 3年度 001 一般会計
現年 8号補正 （単位：千円）


